＜定款変更に伴う附則の追加例＞


　　　　特定非営利活動法人○○○○　定款
第 １ 章　　総　則

～　略　～

第９章　　公告の方法
（公告の方法）
第●●条　この法人の解散事由に係る公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行う。
２　法第28条の２第１項に規定する貸借対照表に係る公告については、●●●●●●●●●●●●して行う。

　　附　則
１　この定款は、この法人の成立の日から施行する。
２　この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。
理事長　　　　　　　○　○　○　○
副理事長　　　　　　○　○　○　○
理事　　　　　　　　○　○　○　○
同　　　　　　　　　○　○　○　○
監事　　　　　　　　○　○　○　○
３　この法人の設立当初の役員の任期は、第16条第１項の規定にかかわらず、成立の日から平成１８年６月３０日までとする。
４　この法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第45条の規定にかかわらず、設立総会の定めるところによるものとする。
５　この法人の設立当初の事業年度は、第48条の規定にかかわらず、成立の日から平成１８年３月３１日までとする。
６　この法人の設立当初の入会金及び会費は、第８条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。
　(1)　入会金　○○○円
　(2)  年会費　○○○円
附　則
　この定款は、令和●●年●●月●●日から施行する。






記載例











【設立当初の附則は変更不可】


法人成立後に、総会（又は理事会）の議決により、


・役員の変更


・会費等の変更


があった場合でも、設立当初の附則は一切書き替えてはいけません。





【定款変更の届出を提出した場合】


総会の議決をもって効力が生じますので、定款変更の施行日（変更となった日）を附則に明記します。










